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Ⅰ　中国の城（都市），郷（農村），人口，労働力

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動
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はじめに

近代経済の成長は，工業化を軸として殷開され

ていることはいうまでもない。工業化の進行は，

まず産業構造の変化を引き起こし，そして産業別

就業構造の弯化をも生じさせる。この T` 党化の過

程を通じて，人口の地域間移動ならびに人口の集

中・集積が行なわれるのである。

1980年代に入ってからの中国では，本格的な経

済改革の展開のため，農村経済改革も都市経済改

革もかなりの成果をあげたことは周知0)とおりで

ある。とりわけ，経済成長に伴って生じた急速な都

市化の現象は注Hされてよい。 1980年から86年に

かけての 6年間，中国の都市人口（原語では「城鎮

人口」という）の年平均増加率は 14.8~如こも達し，

52年から80年にかけての28年間の年平均増加率

3. 6i-;:をはるかに上回っただけでなく， 58年から

60年までの「大躍進期」の年平均増加率10.4似よ

りも高かったのである。また，都市数（鎮を含まな

い）のf曽加も抒しい。 1981年の時点では，市制実

施の都市数は 233にすぎなかったのに， 86年には

353となった。わずか 5年間で120も増えたわけで

ある。 1952年から81年の29年間に，都市数は74し

か増えなかった直 l)ことと比較すると，中国にお

ける近年の都1ii化がいかに速いテンボで進んだか

がうかがわれるのである。

ところで，このような急速な都市化が，経済の

高度成長および人口の大規模な移動に基づくもの

なのか，それとも行政区分の変更，制度上の調整

によるものなのかについては，いまだ不明な点が

多い。小論は，中国における都市化に関する概念

の若干の検討と，都市化，人口移動および労働力

移動の実態を明らかにすることを目的としてい

る。すなわち，都市化および人ロ・労働力移動を

分析するために，まず，中国における都市，農

村，人口等の概念，ならびにそれらの特徴を明

らかにする（第1節）。次いで，中国の都市化の展

開過程，特に近年の都市化の特徴について統計的

に把握する（第II節）。そして，最後に，都市化過

程における人口の社会的移動および労働力の産業

間移動の量的変化を，それに関する制度・政策を

考慮しつつ検討する（第m節）。

（注 1) 国家統計局編『中国統計年鑑』北京＇、各年

度版より算出したものである。ただし， 1952年の数字

は小島麗逸編『中国の都市化と農村建設』龍渓書舎

1978年 22ページより。

I 中国の城（都市），郷（農村），

人口，労働力
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都市化の捉え方は，研究分野によって，相当異

なっている（注 1)が，ここでは，利用可能な統計デ

『アジア経済』 xxx..7 (1989.. 7) 
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中国における都市化の展開と人ロ・労慟力の移動

第 1図 中国における都巾と農村の行政区分
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（出所） 中国研究所編『中国省別情報』（中国年鑑1986年版別冊）大修館書店 1986年 77ページ。

（注） （l）二重線枠は都市地域を，破線枠は農村地域を指す。 12)1986年には全国の県数，行政区数，

都市数市区数，郷数，鎮数は各々2017•饂 159個， 353個， 629個， 6 万1766個（そのうち，

民族郷は 3746), 9755個（そのうち， 民族鎮 113個）である（国家統計局編『中国統計年鑑

1987年版』北）ド 中国統計出版社 1987年）。

ータにあわせて， 市制（あるいは鎮制）がとられて

いるいわゆる形式的都市を中心に，その成長と成

長過程における人日の移動について考察する。

中国において，行政区域を基準にし分類された

都市と農村の関係は第 1図に示したとおりである

（注2)。中国の都市とは，広義には「城市」 (city)

と「建制鉛］ （town)の2つによダ）て構成される。

そのうちの「城市」は，また，（1）中央政府の「直

轄市」（北京市， し浦市，天津市の 3つある。ただし，

統計上において都市地域として取り扱われるのは，市お

よび市の隣接地域「狐語では I郊区」という］だけであ

る。これらの市の所管する近郊の県〔原語では「郊県」

という〕は都市地城には含まない）， （2）各省の省政府

所在地（前者と同じく，各々の「郊県」を除外した市

および「郊区」），（3）省政府に属する市（行政レベルと

しては県政府に相当する），の 3つから成っている。

tた，［城市」を分類するにあたっては，上述し

た行政基準のほかに， 「城市」の人口規模も 1つ

の指標としてよく使われている。たとえば， 1952

年の 2つの決定（「国務院関千設置市，鎮建制的決定」

［国務院横汀城郷劃分標準的決定」）と84年の「城市規

劃条例」はその好例である（注3)。「城市規劃条例」

のなかで，すべての「城市」は，人口規模の大き

さによって 4分類された。すなわち， 200万人以

上の人口を有する都市は「特大城市」， 100万～

200万人の都市は「大城市」， 20万～100万人の都

市は「 I.^ 卜等城市」， 20万人以下の都市は「小城市J

であると規定された。しかし，実際に，中国にお
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ける都市区分の規範化は今でもあまり明らかにな

されていない（注4)。

一方，県政府，鎮政府，郷政府および一部の村

民委員会の所在地は，全部「集鎮」と呼ばれてい

るが，実にそれを細分化すると，また「建制鎮」

（鎮制が実施された行政区域），「郷鎮」と「村鎮」

（いずれも自然に形成された人口集中地）の 3つのレ

ベルになるこ一般に，「建制鎮」は， 県政府所在

地と県政府に属する鎮政府の所在地を含み， 「郷

鎮」と守寸鎮」は，各々郷政府の所在地と村民委

員会の所在地を指す。これらの「集鎮」は，農村

地域の行政・経済・文化の中心地として重要な役

割を果たしてきた。なかんず <,1980年代以降に

なって，農村経済改革の進展に伴って，農村地城

における「集鎮」の成長と地域の経済発展との関

係はますます緊密になってきている（注5)。しか

し，中国の統計上では，都市地域として取り扱わ

れている「集鎮」はさきほど述べた「建制鎮」だ

けであり（第 1図内の「鎮」），自然に形成された人

ロ集中地（「郷鎮」と「村鎮」）は，都市地域から除

外されている（注6)。

ところで，「建制鎮」の設置標準は，その地~

の産業構造の性格，公共施設の整備の程度および

人口の集中度（あるいは人口の密度）等に関わって

いるということができるが，最も重要となる指標

の 1つは，当該「集鎮」の総人口に占める「非農

業人口」の比率だということになる。第 1表は，

ある期間の「建制鎮」の設置標準を示したもので

ある。第 1表を見ると， 1953~63年， 64~83年お

よび84年以降の 3つの期間において，「建制鎮」

第2図 中国における人ロ・労働力の概念

：城郷による ；「戸口制度」 i仕事の性格： 基本概念の解釈

；行政区分 ；による区分 iよる区分 ； 

Cl農業就業者：第 1図のなかの農村地域における

Al農村人口 [B1農業人口 {C2非農業就業者農□：：における郷鎮企業等の

非農業就業者

B2非農業人口｛
C3農業就業者：かつての国営農場の農業労働者

C4非農業就業者：郷・村レベルの党・政府機関

の国家幹部，中小学校の「公

弁教師」，郵電・銀行・医院

等の一部職員

C5農業就業者：主として「城鎮郊区」の野菜・畜

¥ A2城鎮人口
{B3農業人口 {C6非農業就業者戸：二：：？：：；門ス部門の

就業者および都市部門の臨時雇

B4非農業人ローC7非農業就業者：主として都市部門の就業者

（単位：万人，かっこ内％）

年次 1 総人口 1 農村人口 城鎮人口 農業人口 非農業人口 農業就業者 應99月業者
(TP) （Al) （A2) （B1+B3) （B2+B4) （Cl+C3+C5)（ 

+C6+C7} 

1981 100, 072 | 79, 901 20, 171 82, 659 17, 413 31, 171 12, 110 
c100) ! (79. 8) I c20. 2) I (82. 6) I (17. 4) I c12. o) I (28. o) 

1986 I 105, 721 ! 61,968 I 43, 753 I 84, 819 I 20, 002 I 31,311 I 19, 970 
crno) ! (58. 6) I (41. 4) I (80. 2) I (19. 8) I (61.1) I (38. 9) 

（出所） 国家統計局編『中国統計年鑑1987年版』／農牧漁業部編『建国3()年農業統計資料』北京 農業出版社
1984年／国家統計局編『中国労働工資統計資料 1949ー1985』北京 中国統計出版社 1987年。

全国総人口

(TP) 
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第1表 中国における「建制鎮Jの設置基準の変化

期 間 I 常住人口 そのうち非農
業人口の比率

1953~63年 12,000人以上 50％以上

1964~83年 ①3,000人以ヒまたは 70％以上
i ②2,500~3,OOO人 85％以上

1984年～ ①県政府所在地，または

②総人口が2万人以下の郷の郷政府所在
地で非農業人口が2,000人を超えた集
落，または

③総人口が2万人以上の郷の郷政府所在
地で当該郷の総人口の10％以上の非農
業人口を有する集落，または

④少数民族地区，過疎地域においては必
要である場合，非農業人口が2,000人
に逹していなくとも，鍍を設置するご
とが可能である。

（出所） 国家統計局編『中国統計年鑑1987年版』。

の設置標準には若干の相違のあることがわかる。

以上の都市地城（「城市」＋「建制鎮」）に対応し

て，農村地域とは，第 1図のなかに示した「郷」

（民族郷）の全域を指す。

さて，中国の統，寸上で使われている人口，労働

力に関する諸概念を得られた資料にかぎり整理し

ておごう。第 2図を見よう。 まず，「城郷」の行

政区域による行政区分を見る。中国においては，

いわゆる「城鎮人ローと｝ま前述した都市地域の住

民を指す。それに対して，農村人口とは農村地域

に住む人の全体を指ナ。

次に， I戸口制度」による区分で-ぅる。行政区

分に比べると，これは非常に複雑てある。中国に

は，「籍貫ー＇， 「戸口：および「身分証」（注 7)の3

つがある。「籍貰」とは，ある人の出身地を示す

もので，履歴書のなかには通常自分の「籍貫」を

生まれた県（市）主で書く。しかし．それはただ

出身地を表示するのみである。「身分祉」は， II

本の住民票に相当するものと考えてもよい。「戸

ロ」は1958年にでさた「戸Il制度」によって人為

的に与えられたものであり，中国独特のものとい

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

える。

「戸口」管理をとおして，人口移動，特に農村

人口の都市への移動をコントロールすることは，

「戸口制度」の主なる目的であるが，この点につ

いては，越沢明が紹介した（注8)。「戸口」には，

［非農業戸l1」と「農業戸口」の 2種類がある。

「農業戸口」を持つ人は「農業人口」と， 「非農

業戸口」を持つ人は「非農業人口Jと呼ばれてい

る。ある人の「戸口」が「農業」であるか「非農

業」であるかは，生まれながらにもっ 1つの身分

となっている。通常，父母の双方，あるいは母親

の「戸口」が「非農業」であるなら，彼らの居住

地が農村であるか都市であるかを問わずに，生ま

れた子には「非農業」の「戸口」が与えられる。

その結果， 同一世帯員のなかに， 「農業戸口」と

「非農業戸口」が同時に存在しうることになる。

ところが，「戸口」が与えられた身分であるとは

いっても，それが全く疫更できないというわけで

もない。 たとえば，「文革期」に， 数千万人の都

市青年，都市労働者，幹部等が，その「非農業戸

n」を取り泊されて「媒業戸口」に変更させられ

たうえで辺彊・農村へ「下放」されたことがあ

る。また，「農業戸口」を持っている農村青年が，

大学，専門学校等への進学に伴ってもとの「農業

戸r1」から「非農業戸日」に変わることや，もと

農村出身の労働者，幹部等の退職に伴って，彼ら

の子女の「戸口」も「農業戸口」から「非農業戸

ll」に変更することが可能であること，等をみれ

ばこのことがよく理解されるのである。言い換え

れば，農村人「lのなかにも，「城籟人口」のなか

にも，「農業人口」と［非農業人 ll」が同時に存

在しうるわけである（第 2図）。

主た，労働力の区分は，各人のサえられた「戸

ロ」にはあまり関係なく見られる。すなわち，
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「農業戸口」を持っている人（「農業人口」）であっ

ても，彼は必ずしも農業部門に就業するとは限ら

ない。特に経済改革以来，農村地域における非農

業部門の急速な成長によって，多くの「農業人

nlが郷鎮企業等に吸収されたり， •部の「農業

人目」が完全に離巽し，都市部門の臨時雇として

雇われたりすることは珍しくなくなってきた。た

とえば第2図の C2, C6ぱそれである。逆に

「非農業戸口」を持つ人が農業に携わる場合も存

在する（第2図のC：八ちなみに，第 2図の各概

念の関係を明示するため，同図の下に表を参考ま

でにあげておこう。

以！」より分かる上うに，「非農業人口」および

「農業人口」の存在は非常に微妙である。通常，

「非農業戸口」を有する農村人口は，都市部門

（たとえば，国常・集団経営の企業・侑業等）の職口

になりうるが，「農業戸口」を持つ罠村人口は，

都市部門の一員にはなれない。実に「戸口制度」

は，労働雇用制度，福祉保険制度，食糧供給制度

（いわゆる「口椋政策」）等とセットとなって運営さ

れており，農村）、日（ほとんど「牒業人口」である）

の都市への移動を厳しく制限しているのみなら

ず，「非農業戸口」を持つ人の都市間の移動（特に

地方都市から大・中都市への移動）， あるいは同じ都

市内の異なるIt̂^ の間の移動（職業の選択）をも厳格

にコントロールしている。したがって，都市化の

進展に伴う，人口の都市への集中・集積，労働力

の産業間移動がどこまで可能であるか，また，そ

の限界がどこにあるかは，「戸口」についての理

解がなければ不可能である， ということになって

くる。

以 l_:_，中国の都市，農村，人「l, 労働力にドりす

る若干の概念およびそれらの関係について述べて

きた。特に，都市化と人口の地域間移動（主とし

6 

て農村から都市への移動）において重要となる都市

の範囲，都市と農村を区分する基準，都市人口と

農村人u,「非農業人口」と「農業人口」，農業就

業者と非農業就業者などの概念について一応の整

理を試みた。以下の分析では，これらの概念にし

たがって者察を進めていく。

（注 1) たとえば，経済学的視点から，都市化とは

「地域社会が生産力の発展とともに蓄積された資本に

よって近代的な生産様式を発展させ，工業化を主体的

な原動力として，生産，流通，消費の各活動分野の担

い手となる労働者を中心とした人口を国の経済発展に

対応した形で吸収し，人口集積が進行する状態をい

う」（南亮三郎等編『人口都市化の理論と分析』勁草

書房 1965年 1ページより）。

（注2) 1982年までの行政系統と都市・塁村の関係

は小島麗逸「中国における都市の改革」（『アジア経

済』第27巻第11号 1986年11月）を参照されたい。

（注3) ［城鎮規劃条例」（『城郷建設』 1984年第3

期）を参照されたいc

（注・1) 1952年の「城鎖」の区分基準について，毛

利和子「『4つの近代化』と都市住民」（右／1［滋絹

『1980年代の中国経済』日本国際問題研究所 1980年）

を参照されたい。また， 1984年の市の区分は， Kojima,

Recitsu, Urbanization and Urban Problem in Chi-

na, 東京， Institute of Developing Economies, 

1987年， 13~34ページを参照されたい。

（注5) 上海市基本建設委員会市政村鎮処・上海市

社科院部門経済研究所集鎖課題組編『上海集鎮』上海

1984年を参照されたい。

（注6) 実際に，「集鎮」のなかに，圧国的に多い

のは「郷鎮」と「村鎮」である。「建制鎮」は，平均

で1県当り 2, 3カ所にすぎない。上海のポ例を捉え

てみると， 1984年現在，上祉市の「郊県」において，

「建制鉛」はわずか32であるのに対して，「郷鎮」と

「村鎮」は各々 185と319をも数えている。

（注7) 人口の地域間移勤あるいは農村人口の都

市への移動に対するコソトロールを強めるため， 1986

年に全国で「身分証」制度を導入した。

（注 8) 越沢明「中国の都市建設」 (l)(II)（『ア

ジア経済』第17巻第 7•8 号 1976年 7•8 月）を参照

されたい。新中国が成立した後の1952年から，農村人
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Ⅱ　中国における都市化の展開

ロの都市への流動を防止するため，「戸口」管理の強

化，都市部門の労働雇用の厳格なコソトロール等が強

制的に行なわれていた，

II 中国における都市化の展開

1. 中国の都市化の方向性

中国においては都市の発展戦略，発展方法等，

いわゆる都市化問題をめぐる議論が活発に行なわ

れている。 1970年代後半までの都市政策および都

市計画に関する研究としては，越沢明の「都市政

策の変遷と都市計画」（注 l)が優れている。簡単に

要約すると以下のようになる。まず， 1949~52

年の復興期には，国民経済全体と同じような「百

業待興」の状態の下で，都市化問題というよりも

既存の都市をいかにして管理するかが最も緊要な

課題であった。復興期から建設期を迎えた1953年

からの第 1次 5カ年計画期においては，重工業優

先の経済発展戦略が取られたため，重工業都市の

発展は急速に進行した。それに伴って，都市人口

の急速な増加がもたらされた。続いて住宅問題，

副食品の供給問題等が生じた。このような状態に

直面して，大中都市指向の都市発展戦略は修正さ

れざるをえなくなった。 1958年の「大耀進期」か

ら，農村建設を中心に都市政策の転換が行なわれ

た。すなわち，地方の小都市や鎮の都市化が目指

されるようになった。それ以来，中国の都市建

設と農村建設は緊密に結ばれて，「大分散・小集

中」（注 2)という政策目標にしたがって，小都市の

建設，特に都市と農村との連帯に重点が置かれる

ようになってきた。以上のようである。

1980年代に入って，＇内対外開放，対内摘活経済」

の新経済政策が実施されるにつれて，都市化問題

に対する関心は再び高まってきた。日本では，小

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

島麗逸が，「中国における都市の改革」（注 3)のな

かで，「都市中心構想」という新たな都市化の論

理およびその施行を詳しく紹介した。しかし，中

国では，都市化の方向性に関する論争は，まだ統

ーされておらず，注目を集めているところであ

る。特に経済の成長と都市化および人口移動の態

様等に関しては，さまざまな異論が存在してい

る（注4)。これを大きく 2つに分類すると， 1つ

は，「大躍進期」以後の都市化路線を基本的に継

承し，農村地域にある鎮の発展を促進し，大中都

市の規模を厳格に抑制すべきだという意見であ

る。そうすることによって，都市問題の発生を防

止することができるし，地方の鎮と農村を同時に

発展させることもできる。したがって，農村地域

の小都市の拡大を積極的に促進すべきだと主張す

ることになる。 2つは，先進国の工業化と都市化

の成長過程を参考にし，地方の鎮の発展を目指す

にとどまらず，中小都市への人口集中を促さなけ

ればならないという主張である。その理由は，都

市規模の外部経済性，すなわち，農村人口の都市

への移動は，農業部門の大規模経営を可能にする

という点にある。

ところで，現実の都市化政策では，後者の路線

がほぼ受け入れられており，農村地域の鎮の発展

を積極的に推進するのみならず，県・地区レベル

の地方小都市の拡大も重視されているというのが

実情である（注5)。

2. 都市化の展開

さて，第 I節でみた中国の都市および都市人口

の概念にしたがって，その量的推移と空間的分布

の変化を中心に，都市化の展開を考察しよう。

第 3図は，中国の人口および労働力の推移を示

したものである。時期別にみた各々の変化は第2

表に示したとおりである。 1953~57年の第 1次5

7 
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第3図 中国における人ロ・労働力の推移

(1,000万）
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（出所） 第2図と同じ。

（注） 各項目の概念は第2図と同じ。

第2表 中国における時期別人口の年平均増減率

（％） 

項目
1952 11957 11961 11978 11982 11952 

~571 ~601 ~781 ~821 ~861 ~86 

総 人 口 2.4 0.8 2.3 1. 3 1.0 1. 8 

都市人口 6.8 9.5 1.8 5.2 19.9 5.5 

農村人口 1. 7 -1.0 2.,1 0.1 -6.3 0.6 

良業人口 1.8 -l. o 2.5 0.8 0.4 l. 6 

非農業人口 5. 1 8.9 1. 2 3.3 3.9 2.8 

農業就業者 2.2 -4.1 2.4 2.1 -5.2 1.8 

非農業就業者 5.5 25. 7 I 3.5 5.0 12.0 5.3 

（出所） 第2図と同じ。
（注） 各項目の概念は第2図と詞じ。

カ年計画期では，前述した重工業指向の経済発展

戦略と都市建設の方針の下で，農村人口，「農業

人口」および農業就業者のいずれも，総人口とほ

ぼ並行して増加した。それに対して，都市人口，

「非農業人口」および非農業就業者の増加速度は

総人口のそれを大幅に超えており，政策の効果を

明らかに見せた（第2表）。 1958~60年の「大躍進

期」には，一層の工業化・都市化が図られ，そし

8 

70 75 80 86年

て人ロ・労働力の移動に対する制度的規制も緩和

されたため，急速な人ロ・労働力の移動が起こっ

た。それは，第2表2欄目から明瞭に読み取れ

る。すなわち，総人口の変化が非常に少ない状態

の下でも，都市人口， 「非農業人口」および非農

業就業者のすべては翡い増加率を星している。そ

れと対照的に， 農村人口， 「農業人口」および農

業就業者は全部減少の一途をたどってきた。とこ

ろで，「大躍進」の挫折によって多くの都市人口

が農村に還流し， 1961年に至って，都市人口は57

年の水準に戻ってしまう。その後，特に1964年か

ら「建制鎮」の設置標準が一層厳しくなることに

より，都市化の進展はそれほど強いものとはなら

なかった。第 2表 3襴日の各指標がほぼ並行して

変化したことは，この期間における都市化の停滞

現象をよく物語っているであろう。

しかし，このような状態が1970年代後半に入っ

て少しずつ変化し始めることは第 3図からうかが
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われる。とりわけ， 1978年以降，農村人口の増加

が鈍化している一方，都市人口と非農業就業者の

増加は目セつようになってきた。特に1982年に入

って農村人口および農業就業者の絶対数も減少し

始めたことに注目すべきであろう。このような現

象の反面には，都市人口と非農業就業者の急速な

増加が見出せる。ただし， 1978年以後の都市化過

程においては，「非農業人口」の増加は大きなも

のとはならなかった。 この点を「大躍進期」の

「非農業人口」の速やかな増加と比較させて考え

ると，非常に興味深いであろう。

また， 1952年から86年にかけての各指標の年平

均増加率を各期間のそれと比較してみると，中国

における都市化過程の特徴を大ざっばに拇むこと

ができると思われる。

ところで， 1980年代に入ってからの都市人口は

どのように拡大したのであろうか。この点に関し

ては，中国の都市化は， 2つのタイプで行なわれ

ているということができる（第 1図を参照）。

タイ 7° 1 :既仔都市の境域の拡大によるもの。

都市住民の副森品に対する需要の増加に伴って，

直轄市，省轄市の市区のなかに「郊区」の範囲が

絶えず拡大する。

タイプ 2:もとの「地区」から省轄市へ，県か

ら市（県レベル）へ，あるいは郷から鎮へと，行政

区分の姿吏によるもの。特に新しい「市」が設骰

されると詞時に，市の所轄する「郊区」も指定さ

れる（暫定的に設定しない場合もあるが）。

第3表は， 1981年以来の行政区分の変更による

都市数の変化を示している。行政区分によれば，

省レベルの直轄市（北京，上海天津）は変わって

いないが，地区レベルの省轄市および県レベルの

市轄市（地区轄市）はいずれも大幅に増加してい

る。そのうち，都市数の増加 (120個）と「市区」

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

第3表 中国における行政区分の変更による都市数

の変化 (1981~86年） （単位：個）

年次 1981 I 1983 I 1986 ④＝ ⑤＝ ＼ 項目 ① ② ③ ②一① ③ー①
• ~ --

a.都市数 233 289 353 56 120 

1)直轄市 3 3 3 

゜゜2)省轄市 1151) 145 166 301) 511) 

3)市轄市 1151) 141 184 261) 691> 

b.市 区 514 552 629 38 115 

c.地区単位 208 178 159 -30 -49 

d.県単位 2,136 2,080 2,017 -56 ー119

e.鎮 3, 0762) 3,1113> 9,755 6,644 6,679 

（出所） 国家統計局編『中国統計年鑑』各年度版。

（注） 1) 1983年に減少した30地区単位が，全部地区

レベルの市に変更されたと仮定したうえでの推定伯

である。

2)「鎮」となっていない370あまりの県政府所在

地を含まない（中国経済年鑑編輯委員会編『中国経
済年鑑1982年版』北瓜経済管理出版社］982年

Vの213ページより）。

3)鎮制をとっていない県政府所在地が含まれる。

ただし，この数値は出所の3,400余りの城鎮を3,400

として計算したものであるので，実際の数値はこれ

より若干大きいと思われる（同上年鑑 1984年版
Vの160ベージより）。

の増加 (115個）はほば一致することから， さきほ

ど述べた市と市の所轄する市区の同時的設置の間

係を見出すことができる。また，都市数の増加に

対応して地区数と県数が減少した。ここでは，県

数の減少と県レベルの市数の増加は一致しない

が，地区数と地区レベルの市数の増減はほぼ等し

い。また，変化が最も激しかったのは，鋲数の坪I

加であろう。1983~86年の 3年間，鎮の数は 2倍以

上という驚くほどのスピードで増加した。このこ

とから， 1984年の鎮の設置標準変更の都市化への

影響がいかに大きかったかが窺われるのである。

以上のような形の都市化は，都市人口，都市非

農業人口および都市面積の，全体に占める比率

を，大きく変化させる（第4表を見よ）。

まず，都市面積の比率を見よう。ここ 4, 5年

， 
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第4表都市人口と面積の全国に占めるシェア

（％） 

＼項 1 総人
嬰＼＼且ぽ「郊面二滋非農業人[l

ロ そのうち 都市面積

□9iを1塁乃： ① | ② ① ② 

1982り 22.4 I 14. 2 I 61. 2 I 55. 1 I 6. 4 I 2. 6 

19842> I 48. 1 I 18. 5 I 73. 8 I 55. 9 I 19. 5 I 7. 6 

1986'> I 57. 5 I 22. 1 I 78. 2 ! 58. 6 I 24. 6 I 9. 1 

（出所） 国家統t局編『中国統目□年鑑』 1984，ロ
年度版。

（注） 1)1982年の 245都市のうち，新たに設置された
都市の資料の不備のため， 232都市だけの資料を集
めることができた。
2)1984年の300都市のうち， 295都市の資料を集め

ることができた。
3)1987年の 353都市の資料を全部集めるごとがで

きた。

なお，ここでの都市は「鎮」を含まない。

間で，「郊県」 （都市近郊の県を指す）を含んでも含

まなくても，都市の総領城（ここでは，鎮が含まれ

ている）は， ほぼ 4倍にまで拡大した。行政区分

の変化が都市化に及ぼす影響は，いっそう明瞭に

読み取れる。また，都市人口，あるいは都市非農

業人口の全体に占めるシェアも大きな変化を見せ

ている。特に統計上の「都市部門Jに相当する

「郊県」を除いた都市人口が総人l」に占める比率

屯 14.2g下がら22.1~界に高まっており， 8945万人も

の珀加というごとで，最も注目すべきこととなる。

3. 近年の都市化の特徴

それでは，人口数で計った都市規模およびその

情成は， どの .tうになっているのであろうか。こ

こ20数年中国の都市発展は，「大分散・小集中」

という戦略がとられており，また1980年代に入っ

てからは，「中心都市構想」という新たな都市化

戦略が打ち出されている。実際に，その効果はど

うであった乙うか。

第 4図は，都市人口数で計った規模別都市数の

推移を示している。 1981年から86年までの 6年間

第 4回都市規模別の都市数の推移 (1981年＝100)
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（出所） 第3表と同じ。

で，都市数の増加率は50佐を超えた。そのうち，

200万人以上の極大都市は変わっていないが， 509

万～100万人， 100万～200万人の大中都市の増加

は非常に顕著である。 30万～50万人の中小都市も

全体の増加を上回っている。それに対して， 10万

~30万人の地方小都市の増加が相対的に遅れてお

り， 10万人以下の都市が減少する傾向も見られる。

また，同じ現象は，第 5図の都市規模別の総人

IO 



1989070013.tif

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

第5図
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第 6図
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規模別にみた 1都市当り人口数の推移

(1981年＝100)
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（出所） 第3表と同じ。

口の推移からも見出せる。 すなわち， 200万人以

上の極大都市の都市総人口の増加を別とすれば，

大都市ほどその規模での都市総人口の増加は速く

なっている逆に小都市では， 同規模内の都市総

人口は，増加するどころか減少する一方であると

いう現象すら基している。

では，以上の規模別都市数および総人口の変化
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第3表と同じ。

の分析結果から，近年の都市発展戦略（「大分散・小

集中」と「中心都市構想）」に対して，

てみよう。

50万～
100万人

T 

85 

どのような評

価を与えることができるか考えてみよう。地方の

中小都市ははたして発展したのか，大中都市の人

ロ増加は抑えられたのか。それを明らかにするた

め，第 6図の規模別 1都市当り人口数の推移を見

まず指摘できる点は，都市全体の規模

I I 
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第5表規模別 1都市当り総人口の推移 （単位：万人）

項〗｀懇戸～10万人 10~30 I 30~50 I 50~ 100 I 100-200 J 200- I全体

人n数198 
1年 7.3 19.2 39. 1 71. 6 123.2 328.5 59.6 

1986年 3.2 21. 0 38.9 70.7 125.1 362.0 65.3 

畔均増？%率） | -15.31 1.71 -0.1 I -0.3 0. 3 | 2.0 I 1.8 

（出所） 第3表と同じ。
（注） ここでは，人口数とは規模別 1都市当りの平均人目数を意味する。

が拡大する傾向にある，ということである。次

に，都市全体の拡大とほぼ同じテンボで拡大して

いる都市層には， 200万人以上の極大都市群と 10

万～30万人の小都市群があげられる。そのほか

に， 100万～200万人の大都市群では，平均規模が

やや大きくなったが，残りのいずれも縮小する傾

向にあり，特にIO万人以下の小都市規模の縮小が

著しい。以上の変化は，第 5表の数値で明らかに

示されている。

大都市群の都市数，総人日数および 1都市当りの

人口数の変化をみると，小都市の急速な人口増加

の実現と，大都市の人口増加の抑制に結びついて

いるとはとうてい考えられないからである。しか

し， 6679鎮の増加については，顕著な成果として

あげることができるであろう。

また，地域別都市数の増加を，第 6表に示した。

中国における都市の地域間分布は歴史的な要因

もあり，非常にアンバランスな状態にある（注6)。

したがって，近年の中国においては，大中都市

の人II増加を抑制し，地方の小都市を発展させよ

うとする都市発展戦略は，十分に1：現されている

とはいいがたい。 なぜなら， 10万人から 200万人

までの都市規模の変化については階層間の移行が

考えられるため数字では表わせないが，その両極

にある 10万人以下の小都市群と 200万人以上の極

1981年においても，都市数に対する総面積構成の

比は， 全国：西・北部：内陸：沿海＝ 1: 0. 22: 

1. 64 : 2. 74であり，都市化発展の地域間の不均衡

性が明瞭に見られる。その後，各地域での都市化

発展（都市数で見る）の格差が縮小されて， 1986年

にいたって， 以上の比率は 1: 0．切： 1.52 : 2. 81 

となった。この意味では，「大分散」という都市

J 2 

第6表 中国における都市および都市人口の地域間分布

＼項fl 総人口総面積 1 都 市 数 都市人口 (100万人）
＼ の構成 の構成

地域区分＼＼ （％） （％） I 1981 | 1986 1増加率 1981 1986 1増加率
(％） （%) 

西・北部! 6 I 55 I 2s I 52 I 1s. 2 I 11. o I 14. 1 I 5. 1 

内陸 53I 32 I 122 I 172 I 1.1 I 64. 5 I 97. 1 I s. s 

沿洵I 41 I 13 I s3 I 129 I 9. 2 I 63. s I 95. 1 I s. 5 

竺，国 l 100l loo | 233 | 353 | 87 | 138.81 206.3 8 2 

（出所） 国家統計局編『中国統計年鑑』 1981,87年版。
（注） （1) 西・北部は内モンゴル，甘粛，寧夏，新彊， 青海， チベットを指す。内陸は黒竜
江，哄西，湖北，四川，吉林，河南，湖南，雲南，山西，安徽，江西，貴州を指す。また，
沿海は遼寧，天津，上海広東，広西，河北，山東，浙江，北京，江蘇，福建を指す（この
地城区分は中国研究所編『中国省別情報』大修館書店 1986年 5ページより行なわれた）。

(2) 「都市数」は「鎮」を含まないが，「都市人口」は「鎮」の人口を含んでいる。
(3) 総人口と総面積の構成は1982年の数字である。増加率は年平均増加率を意味する。
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Ⅲ　都市化過程における人口・労働力の移動

化戦略は，一定の役割を果たしている。以上，近

年都市化展開の特徴を一言でいうと，まず，地方

の中小都市の発展はあまり実現していないが，農

村地域内の鎮の増加は加速度的に伸びている。し

かし，それは，主として行政区分の変更によるも

のである。次に，極大・大中都市の人口増加を抑

制しようとする都市化政策の目標は，実際には必

ずしも実現されているとはいい難い。ただ 1つ注

目すべきことは，都市の地城間分布のアンバラン

スが少しずつ是正されている，ということであ

る。

（注 1) 小島韻前掲書所収。

（注2) 「大分散・小集中」とは，都市立地論の意

味では全国的に都市は均等に分布すべきだが，ある

地域内では都市規模は集中すべきだ，という意味であ

る。

（注3) 小島 前掲論文。いわゆる「中心都市構想」

とは2つの内容を包括している。その 1つは，都市経

済躍を有機体としてとらえようという点であり，第2

は，経済発展のためには都市経済が農村経済を引っ張

っていくべきだという考え方である。

（注4) 李士恵「関子農業剰余労働力転移模式及理

論分岐」（『農業経済問題』 1987年第 1期）を参照され

たし、 0

（注5) 第1表にあげた鎮制の設置標準によると，

1984年から都市地域に準ずる鎮の成長を積極的に促進

させようとする地方都市の発展戦略が明らかに読み取

れる。一方，中心都市構想の影響を受けて， もともと

の県，あるいは地区を市制に変更させていることも著

しい。中国大百科全書出版社編『中国百科年鑑1985年

版』北京 1985年 35~36ページ／同 1986年版 27 

~29ページによると， 1984,85年の 2年間，新たに市

制を施行した県，あるいは地区の数はそれぞれ12,24 

を数える c

（注6) 越沢前掲論文。

m 都市化過程における人口．労働

カの移動

一般に，都市化過程は，産業の発達過程であり

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

人口の集中過程でもある。この人口集中をもたら

すものは，さまざまな人口移動（流動）である。

それを大きく分けると， （1）人口の地域間移動（主

として農村から都市へ），（2）産業の発達に伴う労働人

口の産業間移動（農業部門から非農業部門へ）， さら

に(3)経済活動の活発化による人口の地域間流動，

の3つのタイプになる（注 l)。タイプ(1)が労働力の

産業間移動を含むことはいうまでもないが，中国

では，タイプ(2)の労働力の産業間移動が必ずしも

地域間移動を伴って発生するとは限らない（注2)。

とりわけ，近年になって，このような労働力の産

業間移動は重視されるようになった。

1. 人口および労働力移動に関する制度的考察

人口および労働力移動に対する制度的制約（た

とえば，「戸口」制度）に関してすでに述べてきた

が，具体的にそれはいかなるものであろうか。第

7表は，経済改革以降の若干の政策の骨子をまと

めたものである。

中国では，農村人口の大・中都市への大量の流

動を防止するため，厳しい労働雇用政策と人口移

動政策が一貫してとられている（注 3)。1970年代末

から経済改革が徐々に展開されてはいるものの，

人口および労働力の移動に対する制限の厳しさは

あまり緩和されていない。 1986年時点でも，都市

非農業部門の労働雇用はやはり都市中心であり，

農村と都市の間に統一的な労働市場が存在しない

といっても過言ではない。また，労働力の地域間

移動（農村から鎮へ）は1984年から可能となった

が，その移動の範囲，移動後の身分等から考えて

も，この限界は非常に大きいと思われる。なかん

ずく，前述した「戸口」は，人口移動の面におい

て重要な役割を演じている。

第 8表の実例から，制度的な要因が，労働雇用

および人口移動におよぼす影響がいかに大である

I 3 
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第7表労働雇用・人口移動に関わる政策の変化

中共中央•国務院「関子広開門路，摘活経

済，解決城鎮就業問題的若干決定」 1981年10

月17日（中国経済年鑑絹輯委員会編『中国経

済年鑑 1982年版』 mの85ページ）。

労働人事部「関干積極試行労働合同制的通

知」 1983年2月22日（『中国経済年鑑 1984年

版』 IXの133ページ）。

農村人口の都市への流入は厳格に制限すべきである。農村地域の過剰

労働力は農業の複合経営，農村の社隊工業（現在，郷鎮企業）の発展

を通じて解消すべきである。要するに，農村人口，農村労働力の都市

への移動は現段階においては不可能であり，厳しくコントロールせざ
るをえない。

①新規契約雇は都市失業肖年の中から瀕集することを原則とする。②

どうしても農村から労働者を募集する必要があれば（鉱業の地下作業

など），省政府の許可を得て，農村向けの労働者を募集することが可

能である。③都市の契約労働者は社会的福祉・保険のメリットを享受

することができるのに対し，農村契約者が必ずしもそれを得るわけに

はいかなしヽ 。

労働人事部「関千招工考核選優録用的暫定規 I募集対象の労働者は上記とはほとんど変わっていない。
定」 1983年2月25日（『中国経済年鑑 1984年

版』 IXの135ページ）。

国務院「関子認真整頓招収退休，退職職工子 冗々農村人口であった都市労働者が退職してから，もし本人が農村に
女工作的通知」 1983年9月3日（『中国経済 帰れは，その子女のうちの 1人が都市部門で就職する機会を与えられ
年鑑 1984年版』 IXの139ページ）。 るが，実際に就職できるかどうかは試験の成績（都市青年と同じ）に

よって決定される。

国務院「関干農民進人集鎮落戸問題」（『人民 ①移仕範囲：農村地域の「鎮」（ただし，県政府所在地の「鎮」を含
H報』 1984年1(）月22H)。 まない）c ②移住主体： I鎖」の工業・商業・サービス部門に従事しよ

うとし，しかも経裳能力を有し，「鎮」に固定住所を持っている者と

その家族，あるいは郷鎮企業に長期的に携わる者。③移住後の身分：

統計上「非農業人口」として取り扱われるが，通常の非農業人口と異

なるのは， a. 食温等の供給は一応国によって保障されるが，その価

格は一段と高いこと， h 必要なとき， Jしの農村に帰らなければなら

ないことである。また，「鎮」への移仕と同時に自分の上地を他人に

「転包」しなければならない。

国務院「国営企業労働者採用暫定規定」 1986 企業は労働者を募集するときは都市部で募集するものとする。農村か
年7月12日（『中国通信』 1986年9月17日）。 ら労働者を募集する必要がある場合には，囚が規定している場合を除

き，省・自治区・直帖rli人民政府の許可を受けなければならない。

（出所） 策者作成。

かをみてとることができる。

ある人の「戸「l」が，「農業」かあるいは「井

！農業」かは，中日では，その人が都市への移動，

あるいは都市部門での就職ができるかどうかの先

決条件となる。言い換えれば，ある人の「戸口」

が「農業」であれは，国営・相団経営企業への就

職，福祉，保険(!)［三位一体Jぼいの傘下には入

れないその結果，その人が地域間を移動するこ

とは不可能に近くなる。つまり，「非農業人口」

I4 

の変化を把握することによって，人口移動のおお

よその傾向を撮むごとも可能になる， というわけ

である。

第 8表は，江蘇省如東県における「非農業人

ロ」の増減およびその原因を示したものである。

左側は， 1972~79年の 8年間の「非農業人口」の

増加砧を示している。そのうち，「農業人口」か

ら「非農業人口」への変化による部分 (a,6092 

人， 49.9佑）と「非農業人口」から「非農業人口」
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中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

第8表 中国における「非農業人口」の増減の原因 (1972-79年）

（江蔽省如東県掘港鎮を例にして） （単位：人）

― 唄

目 増加数 構成（％比） 

「非農業人口」の増加 12,204 100.0 

a. 「農業人口」から「非農業人口」へ 6,092 49.9 

①「下放」された青年および「職エ」 1,912 15. 7 

の都市への帰還

②政治運動によって「農業人口」に 1 744 | 6. 1 

された人の「非農業人口Jへの復

帰

③軍人・職エ」の家族の都市への 1 656 I 5.4 

流人

④臨時エ・契約工の「転正」 531 4.3 

⑤農村向けの「職エ」の募集 1,034 8.5 

⑥農村青年の大学への進学 428 3.5 

⑦その他 787 6.4 

b. 「非農業人口」から「非農業人口」 6,112 50. 1 

ヘ

構成比
項 目減少数（％）

「非農業人口」の減少 s, 162 I 100. o 
c. 「非農業人口」のままで

①「非農業人口」の死亡 1 831 | 10.2 

②「非農業人口」の他地域への I 483 I 5. 9 

流出（幹部・職工等の流出）

③「非農業人口」の軍隊への流 I 88 I 1. 1 

出

④「非農業人ll」が逮捕された

428 3.5 

ため

⑤その他

d. 「非農業人口」から「農業人

ロ」への移行

①農村へ「下放」された「非農

業人口」

②退職後の 1職エ」の農村への

還流

③その他

2゚3 

639 

不明

゜

。
0.3 

7.8 

①「非農業人11」の出生 634 1 5.2 

②「非農業人口」の他地域からの流 1,988 I 40. 9 

人（幹部等の移住）

③元々「非農業人II」であった軍人

の復員後の都市への帰還

④元々「非農業人口：であった犯人 22 I o. 2 

の釈放後の都市への帰還

⑤婚姻関係で元々「非農業人口」で 26 I 0.2 
1972~79年：「遷出」― -3,239 39. 7% 

あった人の流入 「移出」― -2,859 35. 0% 

⑥その他 14 I o. 1 

（出所） 掘港鎮誌編写組『掘港鎮誌』出版社不明 1981年9月。
（注） （1) ここでは，「非農業人口」の増減は県公安屈の「戸口」登録に示されるものであり，如東県全域の変化

を反映する。したがって，それは掘港鎮の「非農業人口」の増減と一致しない場合もありうる。
(2) 右側d-＠の「職エ」とは，全民所有制，都市集団所有制，全民と集団との合弁，全民と個人との合弁，集団

と伽1人との合弁，外資・華僑経営等の企業，屯業，行政機関および各々の所属部門に従事し， しかも，賃金もこ
れらの部門によって支払われる労働者の総称である。また，以上の各類型の職工のうち，さらに固定職工，契約
職工，その他（臨時職エと計画外職エ）の 3つが存在する。

(3) 右側の「遷出」と「移出」の概念は不明であるので，ここでは，別項であげておく。
i4) 「転正」とは，「農業人口」から「非農業人口」への「戸口」変更を意味する。

（） 

への移動による部分 (b,6112人， 50.1/:l,;) とは大

体同じであるが，その中身は相当違っている。 a

においては，もともと都市人口であった部分 (a

の①十②）は21.8[界を占め，重要な構成要因とな

っている。また， bのほとんどが「非農業戸口J

を持っている労働者，幹部の転職とその家族の移

住によって生じたものである。そうすると，現実

には，「農業戸口」の「非農業戸口」への変化は a

の③十④十⑤十Rの 21.7告にすぎない。一方，

「非農業人口」の減少は，大体「非農業人口」の

ままで他地域に流出したものである。

以上より，総じて，「非農業戸口」の増加を抑

えることによって，人口，さらに労働力の地域間

移動がコントロールされているといえる。特に第

Iう
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第7図 中国における都市人口の自然的社会的変化
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（出所） 第 1表と同じ。

7表と第 8表を関連させてみると，中国における

人ロ・労働力の移動が，どのような背景の下で行

なわれているかが明らかとなろう。

2. 都市人口の自然的増減と社会的移動

通常ある範囲内の総人口の変化は，当該地城

の人口の自然的増減と他地域への流出（あるいは外

からの流入）による社会的移動によって規定され

る。これに加えて，中国の場合，行政区分の変更

による人口の社会的増減を見逃すわけにはいかな

い。

中国では，都市人口の総人口に占める比率は，

都市化水準の指標としてよく使われている。しか

し，都市人口は，前述したようにかなり人為的な

ものであり，行政区分上の影響を大きく受ける。

したがって，都市化水準を考察するに際して，人

口の社会的移動のうち，行政区分の変更の影響を

16 

十分に考慮に入れなければならない。都市人口の

変化は，以下の式で表わすことができるであろ

う。

JUPt=UPt_,xR叶 ilM1+ilM2

すなわち，都市人口の増分＝前期都市人口数x今

期の都市人口の自然増加率＋行政区分の変更によ

る都市人口の増加十人口の地域間移動による都市

人口の増加，である。

したがって，人口の社会的移動量は

ilM1+ilM,=JUPt-UPi-,XRt 

によって求められる。

第 7図は， 1952~86年にかけての都市総人口，

自然的増加人口，社会的増加人口の変化を示して

いる。この図によって，都市人口の自然的増加

は，ここ30年間にわたって比較的緩やかで安定的

であったが，人口の社会的変化，都市総人口の変
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中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

第9表都市人口の増減量 （単位：万人，かっこ内％）

~11954~57 11958~60 / 1961~63 I 1964 1965~78 I 1釘9~82 I 1983~86 

総人口の増減 2,123 3,122 -1, 421. 8 

自然的 変 化 1,(51120.3.8 ) 616.9 914.2 
(19.8) (64.3) 

社会的変化 1,(01472. 7.2 ) 2,（ 505.1 -2,336 
80.2) (-164. 3) 

（出所） 第1表と同じ。

化は，いくつかの時期で非常に激しかったことが

読み取れる。

第 1に，第 1次5カ年計画期 (1953~57年）にお

いては，重工業に重点が置かれた経済建設の方針

の下で，急速な都市化が行なわれた（注5)。一方，

嵩い出生率 (3も採台）の持続によって，都市人口

の急速な増加が引き起こされた（注6)。また，農村

人口の都市へし乃移動もほぼ同じテンボで進行して

いった（第 9表を参照）。

第2fこ，「大躍進；を迎えた 1958年からの 3年

間は，都市発展戦略の中心が大中都市から地方の

中小都市・鎮へ転じたため，都市人口の増加は一

層進められた。この期間の都市人口の増加は， 8 

割以上が社会的移勁によってもたらされたもので

ある。ただし，この社会的増加の2505万1000人の

うち，何割が人口の地域間移動によるものである

か，何割が行政区分の変更によるものであるかは

数字で示せないが，前者の方が主であったと判断

される（注7)。

第 31こ， 1961年から 63年までの 3年間は，「大

躍進」運動挫折のためのいわゆる「調整期」であ

ったが，調整の主な内容の 1つは，都市に移住し

た農村人口をもとの農村に婦らせることであっ

た。第 9表に見られるように，この「調整期」に

帰らせられた人口の総数 (2336万人）は，「大躍進

期」に都市｛こ流入した人口 (2505万人）とほぼ同

じであって，「大躍進」運動の失敗を示唆してい

1,304 4,295 3,909 22,599 

290 2,470 786.9 1,144.7 
(22.2) (57.5) (20. 1) (5.1) 

1,014 1,825 3,122.1 21,454.3 
(77.8) (42.5) (79.9) (94.9) 

る。

第 4に， 1964年になると， 3年間の「調整期」

を経て，中国経済は1960年代初頭の危機を脱した

（注8)。それによって，大きな人口移動が再び発生

したのだと考えられる。また，「文革期」直前の

1965年から「文革期」直後の78年にかけては，都

市人口の増加が緩やかで， しかもその半分以上が

都市人口の自然的増加に起因していた。ここで，

1967年からの「知識青年」の「下放運動」が制度

化されたこと（注9)を考えれば，この間の都市化

は，農村人口の都市への移動によるものでなく，

主に行政上の都市数の増加，あるいは都市領域の

拡大に起因していたと考えることができる。

第5に， 1978年末の中共第11期 3中全会をきっ

かけにして，「文革期」に下放された「知識青年」，

「職エ」，および政治上の関係で農村に下放された

幹部等が，都市に帰還できるような政策が打ち出

された。それにともなって起きたことは，都市人

口の大量増加である。 1979~82年の 4年間，都市

総人口の増加数は3909万人にも達したが，そのう

ち79.9俗が社会的移動によるものであった。

最後に， 1983~86年の都市人口増加の特徴を検

討しよう。第7図と第 9表に示したように，近年

都市人口の増加は驚くほどのスピードで進んでお

り， しかも，それは主に社会的移動によって生じ

た（寄与率94.9告）ものである。ただし，中国の都

市建設方針および鎮の設置標準の調整が，行政上

I7 
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第10表 近年都市人口増加の寄与度
（単位：万人）

悶＼＼項＼叫ヽ 鴻＇都人加譴口分の 宅・ 与ぶ！① 寄与（％度）② ＇ 紐 ―̀＇ の市数の

増自然加的社増会加的鎮の増人加口1増市口部人加の増 加増 加

1981 1d 1,031 21. 0 79.0 

302..91 i ! 69.1 1982 983 26.6 73.4 ↓ 12 

1983 2,972 7.2 92.8 97.9 35 44 

1984 8,880 2.5 97.5 81. 3 18. 7 ↓ 11 

1985 5,238 5. 1 94.9 60.8 39.2 4,858 24 

1986 5,509 8.] 91. 9 66.0 34.0 1,799 29 
... 

（出所）
度版。

国家統計局編『中国統計年鑑』 1981~87各年

の都市数（鎮）の増加に重要な影響を与えている

ことを見逃してはならない。

てみよう。

ここで，第10表を見

第10表は，都市総人口増加分の人目の自然的増

加と社会的増加に対する寄与度，

増加と市部人口増加に対する寄与度を示したも (I)

である。 1980年代の初頭においては，都市総人口

の増加は割合少なく，

および鎮部人n

またその増加は，主に人口

の社会的変化に起因し，

主として都市数の増加によって生じたものであっ

たと判断される。ここで，大学等への進学（そのう

言い換えれば，

ちの半分以上が農村青年だと考えられる）を考慮に入

れれば，通常状態での農村人口の都市への移動，

人口の地域間移動は，あまり評価

できないと思われる。 1983年以降になって，行政

的に新たな都市，

さらにその社会的変化は

あるいはそれに準ずる「鎮」の

設置が急速に州えたため，都市人口増加の社会的

変化に対する寄与度は一段と高くなり 9割以卜.に

も達した。このような社会的変化のうち，行政区

分の変更によるものはきわめて重要であるが，

わち，

の増加数は1795万9000人にものぼったが，

ち，

人

口の地域間移動は大規模とはいえない。

1984年から85年にかけての省別にみた市部人口

の伸び率および行政区分の変更への寄与率を取っ

てみると，非常に有意な結果が得られている。すな

この 1年間市部人口（鎮の人口が含まれない）

そのう

人口の自然増加，行政区分の変更による増

第 8図 1984~85年中国における省別にみた市部人口の伸び率およぴ市部人口増加の行政区分変更への寄与率

（％） 
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中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移助

第11表北京市流入・流出人口の性格

調査時期 1982年7Jj I 1985年
調査主体 1北京経済学院人口研究所等 北京市公安局

戸査対象[-北京市常住戸籍を有する者 ー 同左

調査方法 戸籍登録カードを利用し，総人口の 1％サン 戸籍登録カードを用いてサンプルを選定した。
プルを選定した。

重要な指 北京市人IIの教育水準について，①流入人 1. 北京市人口の社会的増加の主な原因：
摘・論点 l1のほうが在住人口より高い。②転勤回数の ①大学などへの進学と大卒等の就職による流人人口の

多い人のほうが転勤回数の少ない人より高 大幅な増加（市外からの進学・大卒就職者／市外への進
い。③遠距離からの流入人口のほうが近距離 学・大卒就職者＝ 4: 1)。②市外の農民と市内近郊の
からの流人人口より高い。特に教育水準の階 農民との結婚による農村人口の流入。③人口移動政策の
層が高いほどそのなかの流入人口の比率が高 変更（特に家族全員の同時移勁が可能になったこと）。
いまた専門職技術者および幹部のうち， 2.流入人口の主要な特徴：
流入人口の比率は在住人日の比率より高い ①非股業人口の流入が主体である (1985年に流入人n
（全体の76%)が，労働者・サービス業就業 の92.9%，流出人口の82.5％が非農業人口であり，純瑣
者全体に占める流入者の比率は各々48%,42 加人口の97.1％は非農業人口である）。②流入人口の
％となっている。 60. 7％は高校卒以上である（高校卒が除外される）。

（出所） 吉平等「北京市遷入移民的文化水平構成和職業構成分析」（『人口研究』 1984年第5期）／徐柄宜「北京人
口遷移特点与控制対策」（同上誌 1988年第2期）。

（注） 以上のような移動人口は，公安部門の戸籍登録を通じて統計的に押えられる者を指すが，押えることができ
ない流動人l」はこのなかに含まない。

加，および人口の地域間移動による増加は，各々

148Jj9900人（寄与率8.:10f蹂。 ここて，全国都市人口

のn然増加乎 0.806客を用いて人口の自然増加数を推定

した）， 1431万7500人 (79.72~j;j:), 215万1600人

(11. 98ぶ）となっている。 また，省別にみた結果

を示した第 8図から，市部人口が大幅に伸びた省

において且行政区分の変更による市部）、日の増

加も激しく，それに対して，行政区分の変更のな

い省では，市部人口の伸び率は非常に低いレベル

にとどま→ていることが明らかに訛み取れる。結

論を言えば，近年中国における都市人口の急速な

増加は，はとんど行政区分の変吏によってリIき起

こされたものでおり，農村人口の都市への移動が

あるもの(/^入全体としては非常に少ない，という

ことである(ill0)。

以上の結論は，他の側面からの研究によっても

支持されている。第11表には，北京市における流

出・流入人口の教育水準，移動人口の「戸口」な

どに間する調査結果がまとめられている。これら

の観察事実を総括して考えると，教育水準が低

く， しかも「農業戸口」が与えられた農村人口に

とっては，都市への流出がほとんど不可能に近

い， という結論を出せよう（注II)。

また，人口の地域間移動は，人口分布のローレ

ンツ曲線から（第9図）も見出せる。第 9図は，

省（直轄市・自治区）別の人口密度を商い方から低

い方へ並べて，各々の人口数に基づき，その人口

の累積百分比をX軸に，それに対応する地積の累

積百分比をY軸にとって描いたローレンツ曲線で

ある。これをみると， 1981年と86年では86年のほ

うが対角線により近い曲線を描くのに対して， 81

年の場合には，対角線からより離れた曲線を描く

ものになる。これにより，人口は集積しているの

でなく，少しずつ均等分布の方向に向かっている

I9 



1989070022.tif

第9図 人口分布のローレンツ曲綜 間移動も絶えず行なわれるという現象は， ペティ
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-＝クラークによって指摘されている（注13)。すな

わち，経済成長につれて，労働力の就業構造は第

1次産業から第2次産業へ，さらに第3次産業へ

と傾斜する趨勢にある。

新中国成セ以来，経済建設にばさまざ主な挫折

があった。 その影響により就業構造における非農

1年

業就業者の比率が低く維持されていたのである。

第10図に示したとおり， 1970年代までは， 60年代

末の「大躍進期」を除外すれば，労働者の就業構

造は顕著な変化を見せなかった。 このような状

（出所）

人[lの累積百分比

国家統；；＋局編『中同統計年鑑』 1981,87年版。

のではないかと判断される（注12)。 これは，前述し

た急速な人口の都市化現象と比較すると，

地域間移動が相対的に少ないことを改めてポして

いる。

て 労働力の産業問移動

人口の

都市化は経済成1'<.-9こともなって発生するもの

で， また経済成長の過程においては労働力の産業

態が1980年代に入ってからようやく打破されるよ

うになった。農業部門就業者の比率が低下するの・

に対して， J|：農業部門就業者の割合は高まりつつ

ある。 とりわけ，農村地域における就業者の産業

別構成の著しい変化は，注目されるべきであろ

う。

近年の就業構造の変化にともなって，労働力は

いかにして産業間を移動したのであろうか。 1980,

年以降，都市青年等の農村への「下放」は事実上日

はなくなった。 ごく一部の農村労働力の都市部門

（％） 

100 

第10図 中国における就党構恐の変化

80 

60 

---
第1次産業就業者の比率／＞、

（晨村） ‘̀ 
第 1次産業就業者の比率（全部門）

40 

20 

0.  

1952 

第 2次産業就業者の比率

｀ ’‘ .、 第3次産業就業者の比率 （全部門）

•’ ‘．ン・ （全部門） 一”---
'/-‘‘ レ・ -------

______ _t __ --------::.•一
-・ 一.. ........ .,--：：ニ

ゞヽ
`:て：•：-＿.=•=~=-=•.....r..::.―•一•一•一・

さ：―•一·でi直冠号を
第 3 次産業就業者の比率（農村）—>~・一·

T, 1 | | 1 1一年

65 70 75 80 86 55 60 

（出所） 国家統計局編『中国労働エ資統計姿料』，およぴ同『中国統計年鑑』各年度版。
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での就職を除けば，農村地域の労働市場と都市地

域の労働市場がほとんど分離されている状態にあ

る， といっても過言ではない。そごで，労働力の

産業間移動を社会全体の移動と農村社会内部での

移動に分けて考察する必要がある。社会全体にお

ける労働力の産業間移動量の推定については，渡

辺利夫の推定方法を利用することができる。すな

わち，観察期間における特定部門の労働者増加数

をXい＝1,2, 3・・・）とし，その部門の労働者の自然

増加数を Yiとする。 Xt-Ytがその部門の流出

・流入労働者数となる。ただし，部門ごとの自然

増加数 Y,は，全部門の平均的増加率が各部門の

自然増加率と等しいと仮定し推定される（注14)。

しかし， この方法を用いて中国の農村地域にお

ける労働力の所業間の移動情を推定するわけには

いかない。なぜなら，中国の農村地域において

中国における都市化の展開と人ロ・労慟力の移動

は，第 2,第 3次産業就業者のほとんどが，農家

家族員の間に発生した家内分業によって離農した

ものであり，その自然増加率はゼロに近いと考え

てもさしつかえないからである（つまり， Yi=O)。

したがって，第 1次産業から第2,第 3次産業へ

の労働者流出量は，各々前述の xiと X2に等し

く，また，第 1次産業からの労働者流出は，「初

期における農村地域労働者総数X (1十全部門の

平均増加率）一今期における第 1次産業就業者の

実際数ー初期における農村地域の非農業就業者

数」によって求められる。

1-^述の推定方法にもとづき， 1981年から86年に

かけての労働力の産業間の移動量を第12表のよう

に推定した。まず，農村地域での労働力の産業間

移動を考察する。同表から，ここ 5年間，第 1次

産業からの労働者流出量は5801万人にも達し，そ

第12表労働力の産業間移動と地城間移動 (1981~86年） （単位：万人）

域地
~
寸

中、J

，
衷
[
-ヽ
ら

J‘ 社 会 全 体

実198(D）際1 II実瑯OO際推198伊）6 測 (g巴g
： 

31, 311) ！ 36, 935 笏 1 次庁業 30,31i 2 30,468 
-5, 801•, 31, 171 -5, 624 140 112. 9b 

（農林漁牧水利業）

第 2 次産常 1,23,1,448 :1, 216 l 7,070 l l, 356 8,377 2,979 1,286 75.0 

1. 工業（鉱業を含む） 883' 3,139 2,256 5,796 9,085 6,868 2,217 3,289 68.6 

2. 建 築 業 349 1,309 960 1,274 2,271 1,510 761 997 96.2 

第 3 次産業 685 3,074 2,389 5,039 8,615 5,971 2,644 3,576 66.8 

3. 運輸・通 i"業 110 506 396 833 1,305 987 318 ,172 83.9 

4. 商業・サービス業 126 672 り16 1,722 :l, 141 2,040 1,101 I, 419 38.5 

＆ 科福祉学•文教・衛生・ 384 455 71| I 
1,646 1,958 1,950 8 312 22.8 

6. 機関・団体 35 103 
J, 306881 | 

555 873 658. 215 318 31. 6 

7. その他 :)o 1,338 284 1,338 337 1,001 1,054 124. 1 

増加姐農村の比

(H=E l1_(%~ 
-D）い噌）

μI-32, 227| ｝7, 990| -l,:| 43, 280| 51, 282 51, 282| 

（出所） 国家統計局編『中国統計年鑑』 1981,87年版。

（注） （1) 右側のF欄は， 1981~86年の 5年間に全部門の平均的増加率が各部門の自然増加率と等しく，しかも，

部門間の労働力移動はまったくないと仮定したうえで求められたものである。

12) C欄内の aの推定方法について本文を参照されたい。すなわち， 32,227x (1 +o-1849)-30, 468-1, 2:32-685 

=5,801。負値は第 1次産業からの移出を表わす。

(3) I襴の bは，（B-A)/Hによって求められたものである。

。
8,002| -2.4 
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のうち， 3216万人（全体の55.4森）が第2次産業

に， 2389万人 (41.2念）が第 3次産業に吸収され

たことが読み取れる。また，残りの196万人 (3.4

ほ）は， 農村地域から都市部門に流出したと考え

られる（注15)。

次に，社会全体の労働力の産業間移動を見よ

う。同表のG欄からはっきり見られるように，全

社会における労働力の1光業間の移動量は，農村地

域のそれよりはかえって少ない。それはさきにも

述べたように，農村地域におけるJI?：農業部門の就

業者数は，全部門の平均的増加率で自然に増える

のでになく，あくまでも農家からの離農者によっ

て形成されるからである。よって、渡辺利夫の方

法で推定した社会全体の労働力の産業間移動量

は，実際のそれより若干小さいと考えられるは16)。

たとえば，加藤弘之が，渡辺利夫の推定法を用い

て推定した，農業部門労働力の農外流出量は，

1981~85年(I)4年間で1732万4000人に達したが，

私の推測法では，それは， 4867万2000人＝｛（ 1+

15.23佐）X32227-1917-30351}となっている。

つまり，前者のほうは農業労働力の流出を少なく

とも134万人過小評価した。両柑定法の基本的な

相違は，前者は中国農村地域における労働力の産

業間移動の特徴を無視した（農村非農業部門就業者

の自然増加辛 Yi=全部門の平均的増加年）のに対し

て，後者は農村非農業部門就業者の増加があくま

でも農家から四離農者によってり1き起こされると

考えた (Yt=O)，というところにあろう。

また，労働力の産業間移動の特徴は，以上述べ

た都市化の』性格と関わ，＾）ているが，それけ主とし

て農村地域内部で行なわれている， ということで

ある。第12表の 1欄にそっていうと，第2次産業

就業者の増加分の75fシト（工業は68.6~, 建築業は96.2

古），第3次産業就業者の増加分の 66.8ほ（そのう
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ち，最も顕著なのは運輸・通信部門で， 83.9佐にも達し

た）が農村社会におけるものである。

ところが，最近，農村と都市との交流が盛んに

なって，統計的には押えられない流動的な人口数

直 17)が，実際に著しく増えてきている。 1985年上

半期には，北京市の総流動人口数は89万7500人に

も達した（その内訳：経済業務の連絡に携わる者23.76-

嵩，工事請負23.28白，子守・家事手伝い3.24f蹂，個

人で商売を営む者1.82佐，職人〔八大匠〕 n.a.等）。

また， 1984年8月10[l時点で，上海市の総流動人

口数は58万6000人までにのぼり，その構成は各々

15.2娯， 11. 3忠， l.5f蹂， 3.4せ+,13. 7符了となって

いる（注18）。このような形の労働力流動は統計的に

把握することが難しいが，経済成長と都市化の進

展につれて，絶えず増え続けるに違いない。ここ

では，資料の制約のため，これ以上の諧論を省略

する。

以上，近年の都市化過程における労働力の産業

間移動・地域間移動およびその特徴を分析した。

一言でいうと，人n移動政策と労働雇用制度の影

響を受けて，労働力の産業間移動が非常に大きか

ったにもかかわらず (5801万人），都市部門への移

動は非常に少なか＇）た。したがって，社会全体の

就業構造の変化は，主として農村地域のそれによ

って引き起こされたものであると見てよい（第10

図と第12表の農村地域の就業構造の変化を参照された

い）。 しかし， これらの結論のいずれもが， 統計

的に押えられた部分のみによって導き出されたも

のである。統計データから見出せない部分が以上

の分析結果にどのような影牌を及ぼすかについて

は，今後の課題としたい。

（注 1) i馬蘭瑞「農村剰余労働力転移模式的比較研

究」（『中匡社会科学』 1987年第5期）／加藤弘之「中

国農村労働力の流勤化現象について」（『国民経済雑

誌』第157巻第 1界 1988年 1月）／李士恵前掲論文
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を参照されたい。

（注2) 拙穣「中国蘇南地区における農村労働力の

就業構造」（『アジア経済』第29巻第11号 1988年11月）

を参照されたい。農村経済改革の進行につれて，農村

地域の非農業部門，とりわけ，郷鎖企業の急速な成長

は多くの農業労慟力を吸収し，農村地域の就業梱造の

変化をもたらした。ところが，制度的な要因によっ

て，離農した労働力のほとんどが兼業就業，あるいは

在宅通勤という就業形態を取っている。雷い換えれ

ば，労働力の産業間移動ほ主として地域内部で行なわ

れている。

（注3) 越沢前掲論文。

（注4) 拙稲前掲論文。

（注 5) 越沢前掲論文。

（注6) 都市人口の出生率は政策的影醤を受けて，

低下してきている。 1970年代の半ばから 2f蹂前後にな

って， 8（）年代に入って，さらに 1t蹂ぐらいに落ち込ん

でいる。

（注7) 小島編 前掲書 20ページの第 1-1表の数

字を参照されたい。

（注8) 越沢前掲論文。

（注9) 中国では， 1950年代の末ごろから，都市労

働者等の農業生産労働の参加はすでにあったわけであ

るが，部市住民，特に都市青年の農村への「下放」が

制度化されたのは「文化大革命」以後の1967年からで

ある。下表なみると，近年ほど都市からの流出よりも

農村から都市への帰遠が多いことがわかる。

「知識青年」の流出・帰還量の変化 (1962~79年） （単位：万人）

11962--..6611967~6811969~73[1974~76¥1977~79[1962~79 

涜出人口□9.28| 199 68| 605.61| 597.73| 244,5411,776,48 

帰還人口 l 401. 35 | 335,39| 753.72|l,490,46 

純流出豆| 533.22 1 262,34i-50918| 286 02 

（出所） 国家統計局編『中国労慟工資統計資料 I9)19~1985』北爪

中国統」出阪ll 1987年 110~111ベージより。

（注10) 行政区分の相対的に安定した上悔市の事例

をあげてみると，上述の結論がいっそう 11)-jらかとな

も下表によると， 1980~86年の 6カ年， 84年度にお

ける新しい「蘊制鎮」の設置による市区人口の大幅な

増加を例外とすれば市区人口の社会的増加は，年間

で5万～ 8万人ぐらいにとどまっている。ここで大学

・専門学校等の新規卒業生（年間およそ 4, 5万人あ

るが，その半分以上はもとの農村青年であったと思わ

れる）がそのなかに含まれていることを名えれば，普

中国における都市化の展開と人ロ・労働力の移動

通の状態での農村労働力の都市部門への移動は2,3万

人ぐらいとなるであろう（これらの数字については，

『上海統計年鑑 1987年版』 99ペ ー ジ を 参 照 さ れ た

し、）。

上海市人口の社会的移動J;:(1980~86年） （単位：万人）

I 19so181 ! 1981/82119s2183119B31s1 119s11ss 1 1985/86 11982/83 11983/84 11984/851 

I 市区 I7.95 | 6竺[-5 96 | 43.31 | 5.08 | 6. 13 

郊県 I-3.521 -3.12 J -2.551 -40.90 I -0.481 -0.21 

（出所）上海市統計局編『上海統計年鑑 1987年版』上海上海人
民出版社 1987年 70, 78ページより作成。

（注） 社会的移動量は本稿第m節第 2項の計算式で推定された。
なお，負値は人口の流出を表わす。

（注11) 1986年 7月から年末にかけて，中国社会科

学院人口研究所は，全国74都市（極大都市15, 大都市

6' 中都市12, 小都市10,鎮31)を対象とし，過去37

年問 (1949-86年）における都市人口の移動について

の調査を実施した。そこから得られた結論は，農村人

ロの都市への流入が厳格な指令的計画によってコント

ロールされ，自らの農村人口の都市流入はきわめて限

られている（全体の1.7i:!,i:しかない）， ということであ

る（詳細は，馬侠「中国城鎮人口遷移与城鎮化研究」

〔『人口研究』 1988年第2期〕を参照されたい）。

（注12) ここでは，地域の単位を省としたので，省

（直轄市，自治区）内部での移動はとらえられない。

したがって，第9図の人口分布のローレソツ曲線は地

域内部移動を反映できないことに留意されたい。

（注13) 南等編前掲因 67ページを参照された

し‘

（゚注14) 渡辺利夫著『開発経済学』日本評論社

1986年と加藤前掲論文を参照されたい。

（注15) ここで使用した推測法はやや大胆である

が，中国の農村地域における労働力の産業間移動を揮

むための接近法として有効であろう。この方法はあく

までも労慟移動に対する制度的影響を配慮し塁村労働

カの産業問移動の性質に応じたものである。つまり，

農村地域における非塁業部門就業者の自然増加数をゼ

ロとし，その絶対的培加は全部農業部門からの流出に

よったと考えている。ただし，この推測法では，農村

地域から都市地域への労働力流出量は 196万人となっ

ており，実際より過小評価された恐れがある。それは

おそらく農村地域の労働力の自然増加率が全部門の平

均的増加率より若千大きいことに起因したであろう。

ここで， もし農村地域の労働力の自然増加率が与えら

れるとすれば，農村地域内の労働力産業問移動蛍およ
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び都市部門への流出量は簡単に推定される。

（注16) 加藤前掲論文参照。

（注17) 経済成長につれて，さまざまな経済活動も

活発になった。なんらかの形で短期的，あるいは長期

的に都市で慟いている人がたえず増えてきている。特

に，部市で載を求めている工事請負，子守・家布手伝

ぃ，個人で商売を営むもの，職人等がそれである。

（注18) 加藤 前掲論文参照。

むすび

以上，中国の都市，農村，人口，労働力に関わ

る概念の検討およびそれらの特徴に関する検討の

うえに立って，小論の課題を展開した。ここ30数

年来，特に経済改革以降において，都市発展戦

略，人口移動政策および労働雇用政策が変化した

ため．都市化の速度とその性格，人口の地域間移

動（都市への集中），さらに労働力の産業間移動は，

大きな影評をうけてきた。

まず，都市化のスピードである。第 1次5カ年

計画期 (1953~57年）の大・中都市中心のて工業化

→「大躍進期1(l）地方小都市・農村都市化への政策

的転換→その後の「大分散・小集中」の都市政策

の施行 (70年代末）→「中心都市構想」の都市発展

戦略（印年代初頭から）， という時期区分でみると，

次のような特徴を示すことになる。すなわち，大

・中都市への人口移動に伴った都市人口の緩やか

な増加→「大躍進期」の都市人口の加速度的増加

→都市化の停滞→一段と速いテンポで進む都市

化， ということになる。

次に， 1980年以降の都市化は驚くほどの速度で

進んできたが，しかし，そのうちの「鎮」を除け

ば，「大分散・小集中」の都市化戦略の成果につ

いてはあまり評価できない。すなわち，地方の中

小都市の人日の増加を極大・大中都市の人口の増
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加と比較してみると，その増加は非常に小さいも

のとなっているからである。結局，極大・大都市

の人口増加を抑制しようとする近年の都市発展戦

略の目標は，十分に達成されていないように思わ

れる。ただし，都市の地域間分布のアンバランス

は，少しずつ是正されていることが認められる。

また，以上のような都市化については，経済成

長がもたらす大規模な人ロ・労働力の都市への集

中よりは，行政区分の変更による都市人口の寄与

のほうがはるかに高い。中国では， 「戸口」およ

び「身分証」の人口移動・労働雇用に対する制度

的影響がきわめて大きいので，農村人口の都市へ

の移住，あるいは農村人口が都市で職を求めるこ

とは，ほとんど不可能に近いのである。たとえ

「鎮」への人口移動があっても，それはあくまで

も農村地域内部での移動であり，人口の都市への

移動ではない。また，労働力の産業間移動は相当

に進んでいるが，それは主として農村地域内部で

行なわれている。

ところで，以上のような都市化は， どのような

経済的背景の下で発生したのであろうか。周知の

とおり，農業部門の生産余剰，非農業部門の資本

蓄積，労働者の教育水準，政策の変化，国民経済

の総成長などは，労働力の産業間移動や人口の都

市への集積を規定する要因となる。現段階の中国

では，政策的手段を中心に，人口の大規模な移動

を抑制し，また都市化過程で発生するさまざまな

都市問題を防ごうとしている。そして，それが都

市発展についての方針となっているのであるが，

経済成長の視点から中国の都市化過程および現行

の都市化をみれば，どのような評価が得られるの

であろうか。しかし，これについては，今後の重

要な課題の一つとしたい。

（京都大学大学院）
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